
建設環境委員会資料

１ 条例案

第127号議案 知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例の

一部を改正する条例 [関係分] ……P1

２ 予算案

第122号議案 令和２年度島根県一般会計補正予算（第８号）[関係分]

……P2

３ 報告事項

新型コロナウイルス感染症対応に係るＮＰＯ支援の状況(1)

について ……P4

成年年齢引き下げを見据えた若年者消費者教育の推進(2)

について ……P5

自然公園の魅力アップ事業について ……P6(3)

島根県環境総合計画の策定について ……P8、別冊(4)

島根県再生可能エネルギー及び省エネルギー(5)

の推進に関する基本計画の改定について ……P10、別冊

令和２年１２月８日

環 境 生 活 部





知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例の一部を改正する条例について 

（ 知夫村へのＮＰＯ法人認証事務等の権限移譲 ） 

１．提案理由 

  知夫村から権限移譲の要請のあった特定非営利活動促進法に基づく特定非営利活動法人の

設立認証事務等について、令和３年４月１日から権限移譲することとし、これに伴い「知事

の権限に属する事務の処理の特例に関する条例」の一部を改正する必要がある。 

２．概 要 

（１）知夫村に移譲する主な事務 

①設立の認証の申請書の受理 及び 設立の認証 

②登記の完了の届出の受理 

③役員の氏名等の変更の届出の受理 

④定款の変更の認証 及び 軽微な事項に係る定款の変更の届出の受理 

⑤事業報告書等の受理    など 

（２）施行期日   令和３年４月１日 

（３）権限移譲後に知夫村が所轄するＮＰＯ法人数は、１法人    

３．権限移譲に向けた取組 

（１）知夫村職員を対象とした事務処理研修 

（２）島根県から知夫村へ書類引継 

（３）統一的な法解釈・運用を図るために、権限移譲市町連絡会議を年２回開催

４．権限移譲の状況・ＮＰＯ法人分布マップ （ＮＰＯ法人認証数は令和２年１０月末現在）

H19.10～ １市 松江市 

H20.4～ ５市４町  浜田市、出雲市、益田市、大田市、江津市、飯南町、川本町、津和野町、海士町 

H21.4～ ２市２町 安来市、雲南市、斐川町（H23.10 出雲市と合併）、美郷町 

H22.4～ ２町 東出雲町（H23.8 松江市と合併）、西ノ島町 

H23.4～ １町 邑南町 

R2.4～ １町 隠岐の島町 

未移譲 ２町１村 奥出雲町、吉賀町、知夫村

松 江

知夫村１ 

松江市９９ 

安来市９ 

奥出雲町５ 

雲南市１３ 

出雲市６３ 

大田市２０ 

江津市６ 

浜田市２７ 

邑南町５ 
飯南町３ 

益田市２１ 

海士町２ 

隠岐の島町４ 

西ノ島町１ 

川本町１ 

美郷町２ 
吉賀町４ 

県内ＮＰＯ法人認証数 ２９２ 
これまで権限移譲した市町 

津和野町６ 

令 和 ２ 年 １ ２ 月 ８ 日 

建 設 環 境 委 員 会 資 料 

環境生活部環境生活総務課

未移譲の町村
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令和2年12月8日

建設環境委員会資料

環　境　生　活　部

課別予算額（一般会計) (単位：千円）

補正前の額 補正額 計

(Ａ） （Ｂ） （A)+(B)

392,801 0 392,801

193,710 0 193,710

1,898,989 0 1,898,989

975,387 △ 149,440 825,947

1,236,986 △ 6,000 1,230,986

714,692 △ 215 714,477

638,916 0 638,916

6,051,481 △ 155,655 5,895,826

ス ポ ー ツ 振 興 課

自 然 環 境 課

環 境 政 策 課

廃 棄 物 対 策 課

合　　　　　計

環　境　生　活　部　予　算　の　概　要

（ 令 和 ２ 年 度 １ １ 月 補 正 予 算 ）

課　　　　　　　名

環 境 生 活 総 務 課

人 権 同 和 対 策 課

文 化 国 際 課
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（単位：千円）

課　　　名

事業名称 国庫 使・手 寄・分 県債 その他 一般財源

合　　　　　　　計 6,051,481 △ 155,655 5,895,826 △ 155,655

スポーツ振興課 975,387 △ 149,440 825,947 △ 149,440

1 国民体育大会選手派遣事業費 98,032 △ 70,870 27,162

2 オリンピック・パラリンピッ
ク競技大会レガシー創出事業費

86,584 △ 68,841 17,743

3 障がい者スポーツ振興事業費 43,326 △ 9,729 33,597

自然環境課 1,236,986 △ 6,000 1,230,986 △ 6,000

隠岐ユネスコ世界ジオパーク活
用推進事業費

67,646 △ 6,000 61,646

環境政策課 714,692 △ 215 714,477 △ 215

宍道湖・中海水質保全事業費 48,897 △ 215 48,682

　鹿児島大会の延期による選手派遣経費等の減

補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

　R2年9月に島根県で開催予定であった湖沼5県（茨城県、長野県、滋賀県、鳥取県、島
根県）連携担当者会議の延期による開催経費の減

　鹿児島大会の延期による中国ブロック大会及び本大会への選手派遣経費等の減

　オリンピック・パラリンピックの延期による聖火リレー経費や海外キャンプ誘致経費
等の減

　R2年10月に島根半島・宍道湖中海ジオパークで開催予定であった日本ジオパーク全国
大会の延期による開催経費の減

繰越明許費補正（一般会計）
（追加分） （単位：千円）

課名 款 項 繰越理由

文化国際課 教育費 教育文化費 工期に所要の日数を要するため

（変更分） （単位：千円）

課名 款 項 補正前 補正額 補正後 繰越理由

自然環境課 衛生費 環境費 138,206 30,000 168,206 工期に所要の日数を要するため

債務負担行為補正（一般会計）
（追加分） （単位：千円）

課名 限度額

スポーツ振興課 41,658

事項 期間

オリンピック・パラリンピック競技大会レガシー創出事業費 令和2年度～令和3年度

事業名 金額

芸術文化センター事業費 13,370

事業名

三瓶自然館サヒメル等の
施設管理運営事業費
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新型コロナウイルス感染症対応に係るＮＰＯ支援の状況について 

 新型コロナウイルス感染症拡大により、社会貢献活動に影響を受けている県内ＮＰＯに

対し、活動充実及び事業継続のための補助制度創設やしまね社会貢献基金を活用して支援

を実施 

１ 持続可能な社会貢献活動支援事業費補助金（6月補正予算、予算額30,000千円） 

（１）補助金概要 

  ○補助対象団体  ＮＰＯ法人、市民活動団体、一般・社団法人等 

  ○補助対象事業  ①社会的弱者を支える活動の充実支援 

           ②ＮＰＯの事業継続支援 

  ○補助上限額・率 １団体あたりの補助上限額 100万円 

①の事業 10/10（上限 50万円）、②の事業2/3 ※併用可 

（２）応募状況（１～３次募集）

申請団体 団体数 ①充実支援 ②事業継続 計 

ＮＰＯ法人 ４４  ８，３０７ １２，０９８  ２０，４０５ 

市民活動団体 １８  ２，３３３ ４，１９５  ６，５２８ 

一般・社団等 ９  ４００ ３，７０６  ４，１０６ 

計 

（４６） 

７１  

（７，３０６）

１１，０４０ 

（１１，８７８） 

１９，９９９  

（１９，１８４）

３１，０３９ 

           ※団体数は延べ数、申請額の単位：千円、( )内数字は２次＋３次募集分 

（３）事業採択状況 

・採択団体６３団体（うち、２次＋３次採択分 ３８団体） 

 ・交付決定総額 ２５，７４２千円（うち、２次＋３次採択分 １３，８８７千円）

 ・団体名、事業概要、助成金額を県ＨＰにて公表 

 ・２次募集は9月下旬、３次募集は11月中旬に審査会を開催し採択決定 

２ しまね社会貢献基金テーマ寄附活用事業（新型コロナウイルス感染症対応分） 

（１）しまね社会貢献基金への寄附の状況 ※令和２年８月末現在 

  ６８件、５，４４４千円 ※うち新型コロナ対応分 １２件、３，４９５千円 

（２）応募状況 

 ・連合島根ネーミングライツ事業 ※募集枠：５事業×６０万円、支援金総額３００万円

 ３団体、１８０万円（うち、２次採択分 １団体、６０万円）※３次募集は応募なし

 ・フリーテーマ事業 ※募集枠：６事業×１０万円、支援金総額６０万円

   ４団体、４０万円 ※２次及び３次募集は応募なし

（３）事業採択状況 

 ・申請７団体 全て採択（うち、２次採択分 １団体）

 ・支援総額 ２２０万円（うち、２次採択分 ６０万円）

 ・団体名、事業概要、支援金額を県ＨＰにて公表 

 ・２次募集は9月下旬に審査会を開催し採択決定 

令 和 ２ 年 １ ２ 月 ８ 日 

建 設 環 境 委 員 会 資 料 

環境生活部環境生活総務課 
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令 和 ２ 年 １ ２ 月 ８ 日

建 設 環 境 委 員 会 資 料

環境生活部環境生活総務課

成年年齢引き下げを見据えた若年者消費者教育の推進 

１．事業概要

民法の成年年齢引き下げ（令和４年４月１日）を見据え、若年者の消費者被害

の防止・救済のため、また自主的かつ合理的に社会の一員として行動する自立し

た消費者の育成のため、学校教育と連携して実践的な消費者教育を推進する。

２．主な事業

（１）消費者教育コーディネーターの配置 

定義：消費者教育を担う多様な関係者や場をつなぐために間に立って調整 

   する役割を担う者 

       「消費者教育の推進に関する基本的な方針」(H25.6.28 閣議決定） 

任務：① 教員向け研修・教材開発、モデル授業研究 

        ② 年間カリキュラム作成、学習指導案作成・教材開発支援 

         ③ 出前講座、教材提供 

        ④ 外部講師による出前講座 

    実施時期：令和２年４月から 

（２）プロフェッショナル出前授業（外部人材活用講師派遣事業） 

内容：学校教育現場に弁護士等実務経験者を派遣し、授業において教員とチ

ームティーチングを行い専門知識や経験を有効活用。消費者教育コー

ディネーターが調整し、県は講師派遣費用(謝金等)を負担。

対象：県内の中学校・高等学校等

実施時期：令和２年１１月から

（３）消費者教育教員研修 

内容：新学習指導要領に基づき、校種・教科を横断して消費者教育の最新の

視点を学び、学校における消費者教育の推進を図る（県・県教委共催）。

対象：小・中・高等学校教員（社会科、公民科、家庭科等）

実施時期：令和２年１１月から

（４）学校における消費者教育推進事業  

内容：消費者教育推進法に対応し、関係機関連絡会議の開催、消費者教育実

践研究委託（授業方法、教材開発等）、教員及び生徒向けに教育情報

誌や教材の作成・配布等を実施。

対象：小・中・高等学校教科別研究会等（実践研究委託）

教員（教育情報誌「すくすく消費者」）、中学２年生（副教材）

実施時期：令和２年７月から
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令和２年１２月８日

建設環境委員会資料

環境生活部 自然環境課

自然公園の魅力アップ事業について 

～自然公園など自然に親しむ場の環境整備を行います～

 新型コロナウィルス感染症の影響を受けた観光需要を回復・拡大させるため、県内

自然公園等の魅力を向上させ、利用者が安全・安心・快適に利用できるよう、民間団

体の創意工夫を活かした施設の整備等を委託により実施。

１ 委託対象事業（提案型） 

（１）自然保護活動や自然観察会、地域の自然環境をテーマとしたふるさと教育な

どに取り組む団体が創意工夫を図って実施する簡易な環境整備等。

（２）県民参加や交流人口の増加・誘客などの効果が見込まれるもの。

（３）事業地１件当たり、下限１０万円～上限２００万円。

【実施例】              【実施箇所例】 

遊歩道の設置・修繕          国立・国定公園、県立自然公園

支障木の伐採             中国自然歩道

解説看板、ベンチ、東屋の設置・修繕  島根県自然環境保全地域

自然保護活動や外来種駆除       みんなで守る郷土の自然選定地域等

２ 募集状況等 

（１）募集期間等 

・令和２年１１月４日から令和３年３月１日まで

  ・市町村、自然保護ボランティア団体等を対象に説明会を開催

   ・応募のあった提案は、随時審査を実施

   ・採択状況（団体名、事業概要、委託金額）は、県ＨＰにて公表

（２）予算額 

５０,０００千円（予算額に達した時点で終了）
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～自然公園など自然に親しむ場の環境整備を行います～

応募対象者 

募集要項に定める条件を満たし、事業を提案し受託することができる民間の自然保護ボラ

ンティア団体及び地域団体等 

募集する事業提案 

 自然公園等において、以下の全てを満たす事業内容 

⑴ 自然保護活動や自然観察会、地域の自然環境をテーマとしたふるさと教育などに取り

組む団体が創意工夫を図って実施する簡易な環境整備等 

⑵ 県民参加や交流人口の増加・ 誘客などの効果が見込まれるもの 

【 実施例】  

遊歩道の設置・ 修繕、支障木の伐採 

解説看板、ベンチ、東屋の設置・ 修繕 

自然保護活動や外来種駆除 

【 実施箇所例】  

国立・ 国定公園、中国自然歩道 

県立自然公園、島根県自然環境保全地域

みんなで守る郷土の自然選定地域 など

委託対象経費等 

事業実施に要する経費で募集要項に定めるもの 

事業地１件当たり下限額10 万円、上限額200 万円 

事業実施期間 

 事業提案の内容に合わせて、県と団体が協議のうえ決定 

応募方法・ 応募期間

事業提案書等を、「 しまね電子申請サービス」 により申請、もしくは 

島根県自然環境課まで郵送または持参により提出してください。  

令和３年３月１日まで応募を受付し、順次採択の可否について審査します。  

応募先及び問い合わせ先 

島根県環境生活部自然環境課（ 自然保護グループ）  

〒690-8501 松江市殿町128（ 島根県庁東庁舎３階）

電話： 0852-22-6516・ 6377  

電子メール： shi zen-mi ryoku@pref . shi mane. l g. j p

検索 自然公園魅力アップ事業

募集要項、事業提案書様式などは、 

下記ホームページに掲載しています。  

（ しまね電子申請サービスはHP参照）

https: //www. pref . shi mane. l g. j p/shi zenkankyo/ 

新型コロナウィルス感染症の影響を受けた観光需要を回復・ 拡大させるため、県内自然公園等の魅力を向

上させ、利用者が安全・ 安心・ 快適に利用できるように、民間団体の創意工夫を活かした施設の整備等を緊

急対策として県から民間団体への委託により実施します。（ ただし、予算額に達した時点で終了します。）  
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島根県環境総合計画の策定について 

１．計画の趣旨・目的 

（１）令和２年度に、環境基本計画、地球温暖化対策実行計画、循環型社会推進計画

が同時に改定時期を迎えることから、環境基本計画をベースに諸計画を一本化

し、環境を取り巻く情勢の変化に対応した総合計画として策定 

（２）総合的な環境計画として、計画全体が概観できるコンパクトな構成とし、１つ

の基本理念のもと、諸課題・施策を共有し、効果的、効率的な施策展開を図る 

２．計画期間

  令和３（２０２１）～令和１２（２０３０）年度 ［１０年間］ 

３．計画の施策体系 

２安全で安心できる 
生活環境の保全 

① 水環境等の保全と対策 

② 大気環境等の保全と対策 

③ 化学物質の環境リスク対策 

１人と自然との
共生の確保

① 生物多様性の保全

② 自然とのふれあいの推進

③ 森・里・川・海の保全と活用

４循環型社会 
の形成 

① ３Ｒなどの推進 

② 食品ロスの削減 

③ 適正処理の推進 

３地球温暖化対策
の推進

① 二酸化炭素等の排出削減

② 再生可能エネルギーの導入促進

③ 二酸化炭素吸収源対策

④ 気候変動への適応

５環境と調和した
地域づくり

① 環境に関わる人づくり 

② 社会全体での取組の推進 

③ 環境を活かした地域づくり

環境総合計画の基本理念

豊かな環境の保全と活用により、

  笑顔で暮らせる島根を目指す

令和２年１２月８日 
建設環境委員会資料 
環境生活部環境政策課
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４．計画の主な内容 

（１）地球温暖化対策の推進 

①温室効果ガス排出量の削減目標  [基準年：2013年度、目標年：2030年度] 

エネルギー消費量 １１．３％の削減 

温室効果ガス排出量 

（実質排出量：排出量から吸収量を差し引いた量）

２１．７％の削減 

（２７．２％の削減） 

長期的な目標として「２０５０年温室効果ガス排出実質ゼロ」を目指す 

【主な取組】 

国の削減施策と協調した省エネ推進、県の地域資源を活かした再エネ導

入促進、県民・事業者への普及啓発などを行う 

②地球温暖化に伴う気候変動への適応 

県内の情報拠点として「島根県気候変動適応センター」を設置し、気候変動

に関する情報やデータの収集・提供を行う 

（２）循環型社会の形成 

①廃棄物の削減目標        [基準年：2018年度、目標年：2025年度] 

 一般廃棄物 産業廃棄物 

排出量 

【基準年に対する削減率】

１０％以上削減 １６％以下の増加に抑制 

再生利用率 

【基準年→目標年】 

２１.９％→２３％ ６２．９％→６３％ 

最終処分量 

【基準年に対する削減率】

１４％以上削減 ４９％以下の増加に抑制 

※産業廃棄物は、火力発電所増設による影響を踏まえ、目標値を設定   

【主な取組】 

プラスチックごみや食品ロスの削減など新たな課題を含め、３Ｒ（発生

抑制、再使用、再生利用）についての普及啓発により県民・事業者などの

実践を促す 

廃棄物の発生抑制や再生利用に効果のある施設整備など、事業者の取組

を支援する 

②食品ロスの削減対策 

製造、販売、小売、外食、消費者など様々な要因が複雑に関わっており、発

生抑制が社会全体で進むよう、普及啓発などの取組を進める 

（３）ＳＤＧｓの理念の共有 

ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の１７の目標を用いて施策の関連性を共有 

５．今後のスケジュール 

令和２年１２月中旬  パブリックコメント、市町村意見照会 
令和３年 ２～３月  環境審議会にて審議及び答申 
令和３年 ３月    策定・公表 
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「島根県再生可能エネルギー及び省エネルギーの推進に関する基本計画」 
の改定について 

１ 改定計画の概要 

（１）位置付け 

「島根県再生可能エネルギーの導入の推進に関する条例」（Ｈ27年２月制定）に基

づく基本計画 

（２）計画期間 令和３（2021）～令和７（2025）年度 ［５年間］ 

（３）新計画の主なポイント 

  ①再生可能エネルギー 

   島根の地域資源を活用し、地域振興や産業振興にも寄与する再生可能エネルギー

の導入促進を図るとともに、エネルギー供給強靱化法を踏まえて設備の長期安定

的な運転に取り組む 

   ・すべての電源種別の設備整備への支援や普及啓発を引き続き実施 

   ・発電量を、推計値から国の電力調査統計による実績値へ変更 

  ②省エネルギー 

   地球温暖化対策の重要な取組と位置付け、産業、業務、家庭、運輸の各部門で効

率的なエネルギーの使用などの取組を引き続き推進 

   ・「しまねエコライフ推進会議」などで官民が連携し、県民や事業者に我慢を強

いるのではなく、新技術や工夫による賢い省エネ・省資源を働きかける 

（４）目標 

  ①再生可能エネルギー 

   出力（主な電源）                                          （単位：kW） 
太陽光 

(10kW 未満) 

太陽光 

(10kW 以上) 
風力 水力 木質ﾊﾞｲｵﾏｽ 

R 元年度実績 71,120 265,023 178,444 168,182 19,250 

R７年度目標 87,554 程度 334,213 程度 178,444 程度 169,182 程度 19,250 程度 

   県内発電量及び県内消費電力量に対する割合 
 Ｒ元年度実績 Ｒ７年度目標 

県内再生可能エネルギー発電量 (Ａ) 1,289 百万kWh 1,592 百万kWh

県内電力消費量        (Ｂ) 5,190 百万kWh 5,496 百万kWh

    (Ａ／Ｂ) 24.8％ 29.0％ 

  ②省エネルギー 

   環境総合計画における2030（令和12）年度エネルギー消費量の削減目標をふまえ

て、Ｒ７年度の県内電力消費量の増加を抑制 
 Ｒ元年度実績 Ｒ７年度目標 

県内電力消費量 5,190 百万kWh 5,496 百万kWh

２ 今後のスケジュール 

令和２年12月中旬～令和３年１月中旬 パブリックコメント 

令和３年３月上旬          県議会常任委員会にて報告 

令和３年３月末           策定・公表

令 和 ２ 年 １ ２ 月 ８ 日 
建 設 環 境 委 員 会 資 料 
地 域 振 興 部 地 域 政 策 課 
環 境 生 活 部 環 境 政 策 課 
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